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様式①
令和　年　月　日
　　稲敷市長　あて
参加表明書
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所   在   地　
商号又は名称　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話番号：
FAX番号：
E-mail：
　下記事業について、稲敷市新利根総合運動公園体育館改修ESCO事業業務委託プロポーザル実施要領に基づく選定に参加の意思がありますので、プロポーザル参加資格の審査を申請します。なお、この参加表明書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記
事業名称：稲敷市新利根総合運動公園体育館改修ESCO事業業務委託
１　実施要領に提示された以下の条件をすべて満たしています。（確認後チェック☑してください）
　２　以下の者を、本事業における窓口担当者として指定します。
　　氏　　　名： 
　　勤務地住所：
　　電話番号：
　　E-mail：
（注）１　主たる営業所と登記簿上の所在地が異なる場合は、登記簿上の所在地については、（　　）書きで上段に記載すること。
　　　２　グループで参加の場合は、グループの代表事業者名を記載すること。
様式②
令和　年　月　日
　　稲敷市長　あて
事業者概要
所　 在 　地　
商号又は名称　
代表者　役職　
代表者　氏名　　　（代表者印）
電話番号：
FAX番号：
	資本金
	

	従業員数
	

	事業概要
（設立年、事業内容、
年間売上金額、営業所一覧）
	

	事業者の特徴
	

	添付書類
	（添付しているか☑チェックしてください。写しには添付する必要がありません。）
□印鑑証明書の写し
　所管法務局発行の証明書の正本で、受付日前３か月以内に発行されたものとすること。
□商業登記簿謄本の写し
　現に効力を有する部分の謄本で、受付日前３か月以内に発行されたものを綴じたものとすること。
□納税証明書の写し
　直近１年間の国税、都道府県税、市町村税の「未納の税額ない」ことを証明するものとすること。
【施工役割を担う場合】
□建築工事に関する許可を受けていることを証明する書面（実施要領２(3)④）


（事業者名：）
（注）グループで構成する場合は、構成各自提出すること。

様式③
令和　年　月　日
　　稲敷市長　あて
グループ構成表
　稲敷市新利根総合運動公園体育館改修ESCO事業業務委託プロポーザル実施要領に基づく選定の参加に関しまして、以下の構成員で申請します。
代表者
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
電話番号：
FAX番号：
担当役割 
その他事業者グループ構成員
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
担当役割　
所在地
商号又は名称
代表者氏名　   　　　　　　　　　　　 　（実印）
担当役割　
（注）１　応募者の構成員すべてを明らかにし、各々の役割分担を明確にしてください。
　　　２　行が不足する場合は適宜、行を追加してください。

様式④
ＥＳＣＯ関連事業実績一覧表
	事業件名
	発注者
	受注形態
	契約金額
（千円）
	契約期間
	担当役割
	施設(設備)概要
	主な契約内容

	
	
	
	
	
	
	用途
	構造・規模数量等
	改修工事完了年月
	対象機器
	全体の省エネルギー率
	パフォーマンス契約の有無と種類(ｷﾞｬﾗﾝﾃｨｰﾄﾞ/ｼｪｱｰﾄﾞ)
	保証の有　無
	計測・検証の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無


(注)１　受注形態の欄には、単独、JVの別を記入すること。
　　２　ＥＳＣＯ事業におけるパフォーマンス契約とは、省エネルギー改修による経費削減分で全ての経費を賄う契約であり、その中で、ギャランティード・セイビングス契約では
　　　実績の金融負担を発注者が負い、シェアード・セイビングス契約はＥＳＣＯ事業者が実際の金融負担を負う形態となる。
　　３　上記の各契約を証明できる書類は提出、提示する必要はないが、別途、提示を求めることがある。
（事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　）
様式⑤
ウォークスルー調査参加申込書
	１ 
	法人名 
 
	

	
	所在地 
	

	
	ウォークスルー調査

担当者 
	所属
部署名
	

	
	
	氏名
	

	
	
	E-mail 
	

	
	
	Tel 
	

	２ 
 
	ウォークスルー調査の希望日を記入してください。 
（第三希望まで記入してください。） 

	
	第一希望
	　月　　日（）

	
	第二希望
	　月　　日（）

	
	第三希望
	　月　　日（）

	３ 
	参加予定者氏名
	所属企業

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


様式⑥
令和　年　月　日
　　稲敷市長　あて
質問書
提出者（事業者名又はグループの代表事業者名）
所   在   地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　
実務担当責任者
電話番号：
FAX番号：
E-mail：
 稲敷市新利根総合運動公園体育館改修ESCO事業業務委託プロポーザルのウォークスルー調査に係る質問書を次の通り提出します。
質問内容
	


（注）１　グループで参加の場合は、グループの代表事業者名を記載すること。
　　　２　質問1件につき、1枚を提出すること。
様式⑦
提案総括表
	


（注）　A4判２ページ以内で記載すること。（図表も記載可）
様式⑧
設計提案書

	


(注)　A4判３枚ページ以内で記載すること。（図表も記載可）
様式⑨
施工提案書
	


（注）　A4判３ページ以内で記載すること。（図表も記載可）

様式⑩
効果検証提案書
	


（注）　A4判１ページ以内で記載すること。（図表も記載可）

様式⑪
環境提案書
	


（注）　A4判１ページ以内で記載すること。（図表も記載可）

様式⑫
施工監理提案書
	


（注）　A4判１ページ以内で記載すること。（図表も記載可）

様式⑬
価格提案書
ＥＳＣＯ事業期間における事業収支を下表に基づき記載すること。（金額は税込）
A　総括表
	項　　　目
	改修工事等
	検証等サービス料
	総　　　額

	ESCO事業業務委託料
	円
	　　　　　　　　　円
	円


※改修工事費の明細も添付すること。
B　ESCO事業業務委託内訳（３年間）
	項　　　　目
	金         額
	備　　  　考

	詳細診断費（調査費）
	円
	

	設計費
	円
	

	工事費（設備材料費）
	円
	

	工事費（施工費）
	円
	既設設備の撤去・処分費含む

	工事監理費
	円
	

	検証費
	円
	年間金額：　円

	その他（　　　）
	円
	適宜行を追加すること

	合　　計
	円
	


C　使用電力量の削減保証
	項　　　　目
	３年間合計
	単年度削減保証量

	使用電力量の削減保証量
	kWh
	kWh／年


D　削減保証量の根拠及び，削減保証量を下回った場合の措置について

様式⑭
令和　　年　　月　　日
　（あて先）稲敷市長　筧　信太郎
提案辞退届
申請者（事業者名又はグループの代表事業者名）
所 　在 　地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話番号：
下記事業について、稲敷市新利根総合運動公園体育館改修ESCO事業業務委託プロポーザル実施要領に基づく選定の参加を以下の理由により、辞退します。
記
事業名称：稲敷市新利根総合運動公園体育館改修ESCO事業業務委託
（提案要請番号：　　　　　　　　）
提案辞退理由
	


（注）　グループで参加の場合は、グループの代表事業者名を記載すること。
□地方自治法施行例第１６７条の４の規定に該当しないこと。


□本実施要領の配布の日から本事業提案書提出日までの期間に建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第3項若しくは第5項の規定による営業停止処分を受けていないこと。


□暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律77号）第3条又は第4条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人又は代理人として使用していないこと。


□民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による民事再生手続開始の申し立てをしていないこと。


□会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項又は第2項の規定による更正手続開始の申し立て（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされている更正事件（以下、「旧更正事件」という。）に係わる同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号。以下、「旧法」という。）第30条第1項及び第2項の規定による更正手続開始の申し立てを含む。以下、｢更正手続開始の申し立て｣という。)をしておらず、また、申し立てをなされていないこと。


ただし、同法第41条第1項の更正手続開始の決定(旧更正事件に係わる旧法に基づく更正手続開始の決定を含む。)を受けた者がその者に係る同法第199条第1項の更正計画の認可の決定(旧更正事件に係わる旧法に基づく更正計画認可の決定を含む。)があった場合にあたっては、更正手続開始の申し立てをしなかった者又は更正手続の申し立てをなされなかった者とみなします。


□直近１年間の法人税、事業税、地方税を滞納していないこと。














